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〔1〕 以下の問いについてすべて解答せよ。

次の事実関係は、 札幌高判昭和 51 年 3 月 18 日（いわゆる北大電気メス事件） を要約し

たものである。

【事実関係】

被害者は、 先天的に循環器系統の奇型がある幼児 (2 歳 4 月）であり、 動脈管開存症と

診断され、 高度な医療手術を受けることになった。 同病院において、 手術の日時 ・ 場所が

決められ、 執刀医 x ほか、 助手、 直接介助看護師、 間接介助看護師、 麻酔医からなる 9 名

のチ ー ムが同手術を行うことになった。

その際、 間接介助看護師 Yが、 手術に使用する電気メスのケ ー ブルを誤接続し、 X も、

正しい接続の点検確認をすることなく、誤接続に気づかないまま手術を行った。そのため、

異常な電気回路が形成されて、 患者の身体に流れる電流に異常を生じた。 手術後、 患者の

右足に重度の熱傷が生じたことが判明し、 被害者は右下腿切断のやむなきに至った。 ただ

し、 当初の循環器系の手術それ自体は成功していた。

なお、 事故当時、 患者に生じた傷害の原因がケ ー ブルの誤接続にあったことはまった＜

不明であり、 裁判時の鑑定で初めて明らかになったことだった。

① この判決は、 学説および判例において、 どのような意味をもったか。

② この事実関係において、 XおよびYの罪責についてどのように考えられるか（事実

関係で不明な部分は適宜補ってよい）。

〔2〕 次の問いのうち、 1題を選択して解答せよ。

① 故意について

② 共犯の処罰根拠について（これに基づいて判断される論点を具体的に1つ挙げ、 併

せて検討すること）。



I 氏 名 I I 受験番号 I
2026年度 大学院入学試験問題

法学研究科

私法専攻・公法専攻 博士前期課程 く 一般入試（春） ＞ 

論文国際人権法

以下の1（①～③）及び2の両方に解答せよ。

1. 日本において、

①国が人権条約を批准（ないし加入）したことに伴い、立法措置がとられた例、

②一定の立法措置はとられたものの、人権条約の求める内容になっていると言い難い例、

③人権条約の規定からすれば立法措置が必要と考えられるが、とられていない例、

について、それぞれ挙げて論ぜよ（取り上げる人権条約は、国連の中核的人権条約で日本

が批准ないし加入しているものであればどれでもよい。①～③の各問で、同じ条約を取り上

げても、いくつかの条約を複数取り上げてもよい）。

2日本の国内法秩序において、憲法と条約はどのような関係に立つか。日本が批准・加

入している人権条約の場合を念頭において述べよ。



氏 名  受験番号  

２０２６年度 大学院入学試験問題 

法学研究科 

私法専攻・公法専攻 博士前期課程 ＜一般入試（春）＞ 

論文 民法 

 

問題 問１及び問２の双方に解答しなさい。解答の順番は問わないけれども、どの問に対する解答か、採点者に分かるようにしなさ

い。 

 

問１ 民法 94 条２項及び 96 条３項は、それぞれ通謀虚偽表示及び詐欺の場合に、一定の第三者を保護する旨を定めているのに対

し、強迫の場合にはこのような規定がない。 

 このことを前提にして、次の 1)及び 2)の双方に答えなさい（配点は 60点）。 

1)民法 94条２項又は 96条３項のうちいずれか一方のものを選んで、何故このような規定が必要となるのか、説明しなさい。その際

には必ず適切な具体例を設定しなさい。 

2)通謀虚偽表示、詐欺及び強迫の場合において、第三者の保護の有無、第三者が保護される場合の要件は、（少なくとも条文の文言

では）異なっている。何故このような相違が設けられているのか、通謀虚偽表示、詐欺及び強迫のすべての場合について説明しなさ

い。 

 

問２ 次の小問１から小問３のうち、２問を選択して解答しなさい（３問選択不可。配点は 40点）。 

 

小問１ 民法 99条は、代理として認められるためには、「代理人がその権限内において本人のためにすることを示して」意思表示を

することを要求している。なぜ「本人のためにすることを示」すことを要求しているか、必ず適切な具体例を設定して説明しなさい。」 

 

小問２ 民法 709条では、いわゆる過失責任主義が採られている。19世紀のヨーロッパで過失責任主義が採用されたのは、産業振

興のためだと言われている。このことはどのようなことなのか、必ず適切な具体例を設定して説明しなさい。 

 

小問３ 複数の者が、債権者に対して債務を負う場合に、これらの債務が連帯債務とされることで、債権の効力が強化される、と言

われる。このことはどのようなことなのか、必ず適切な具体例を設定して説明しなさい。なお、連帯債務とする法律の規定や意思表

示がないときと対比すると良いであろう。 

以上 

 

 

 
 



氏 名 I E三］
2 q 26年度 大学院入学試験問題

法学研究科

私法専攻・公法専攻 博士前期課程 く 一般入試（春） ＞ 

論文知的財産法

（注意事項）

•以下の設問は、 すべて現行日本法を前提とする。

・解答に際して用紙が足りない場合には裏面にも記入してよい。

問題1

知的財産法各法の下では保護されないと解されている対象に係る行為であっても、 不

法行為法によって保護される場合があり得るであろうか。 具体例を挙げた上で検討し、

自らの考えを述べよ。

問題2

特許法と著作権法の差異について、保護対象、権利の発生構造、権利の帰属、権利の内

容、権利の侵害判断手法の各項目に分けて、法的な観点から比較検討し、 そのような違

いが生じている理由について説明せよ。

問題3 応用美術の著作物性を巡る法的課題について検討せよ。

以上





氏 名 三
2 9 2 6度 大学院入学試験問題

法学研究科

私法専攻・公法専攻 博士前期課程 く 一般入試（秋） ＞ 

論文国際人権法

以下の I· IIの各問について論述せよ(Iの設問には①と②があるので、これも両方解答のこと）。

I.以下は、女性差別撤廃条約の条文の抜粋である（なお、日本政府公定訳では
“
women" が 「女子」と訳されている

が、より適切な訳語としてここでは「女性」としている）。

【第1条】 この条約の適用上、「女性に対する差別」とは、性に基づく区別、排除又は制限であって、政治的、経済的、社会的、文化
的、市民的その他のいかなる分野においても、女性（婚姻をしているかいないかを問わない。）が男女の平等を基礎として人権及び

基本的自由を認識し、享有し又は行使することを害し又は無効にする効果又は目的を有するものをいう。

【第2条】締約国は、女性に対するあらゆる形態の差別を非難し、女性に対する差別を撤廃する政策をすべての適当な手段により、
かつ、遅滞なく追求することに合意し、及びこのため次のことを約束する。

(a)男女の平等の原則が自国の憲法その他の適当な法令に組み入れられていない場合にはこれを定め、かつ、男女の平等の原則
の実際的な実現を法律その他の適当な手段により確保すること。

(b)女性に対するすべての差別を禁止する適当な立法その他の措置（適当な場合には制裁を含む。）をとること。

(c)女性の権利の法的な保護を男子との平等を基礎として確立し、かつ、権限のある自国の裁判所その他の公の機関を通じて差別
となるいかなる行為からも女子を効果的に保護することを確保すること。（d)女性に対する差別となるいかなる行為又は慣行も差し
控え、かつ、公の当局及び機関がこの義務に従って行動することを確保すること。（e)個人、団体又は企業による女性に対する差別
を撤廃するためのすべての適当な措置をとること。 (f)女性に対する差別となる既存の法律、規則、慣習及び慣行を修正し又は廃

止するためのすべての適当な措置（立法を含む。）をとること。(g)女性に対する差別となる自国のすべての刑罰規定を廃止するこ
と。
【第9条】1締約国は、国籍の取得、変更及び保持に関し女性に対して男性と平等の権利を与える。締約国は、特に、外国人との
婚姻又は婚姻中の夫の国籍の変更が、自動的に妻の国籍を変更し、妻を無国籍にし又は夫の国籍を妻に強制することとならないこ
とを確保する。2締約国は、子の国籍に関し、女性に対して男性と平等の権利を与える。

【第11条】1締約国は、男女の平等を基礎として同一 の権利、特に次の権利を確保することを目的として、雇用の分野における女
性に対する差別を撤廃するためのすべての適当な措置をとる。

(a)すべての人間の奪い得ない権利としての労働の権利 （b)同 一の雇用機会（雇用に関する同 一の選考基準の適用を含む。）

についての権利 （c) 職業を自由に選択する権利、昇進、雇用の保障 ならびに労働に係るすべての給付及び条件についての権利
並びに職業訓練及び再訓練（見習、上級職業訓練及び継続的訓練を含む。）を受ける権利 （d)同 一価値の労働についての同 一

報酬（手当を含む。）及び同 一待遇についての権利並びに労働の質の評価に関する取扱いの平等についての権利 （e)社会保障

（特に、退職、失業、傷病、障 害、老齢その他の労働不能の場合における社会保障）についての権利及び有給休暇についての権利

(f)作業条件に係る健康の保護及び安全（生殖機能の保護を含む。）についての権利
【第16条】1締約国は、婚姻及び家族関係に係るすべての事項について女性に対する差別を撤廃するためのすべての適当な措
置をとるものとし、特に、男女の平等を基礎として次のことを確保する。

(a)婚姻をする同 一の権利（b)自由に配偶者を選択し及び自由かつ完全 な合意のみにより婚姻をする同 一の権利（c)婚姻中及
び婚姻の解消の際の同一の権利及び責任 （d)子に関する事項についての親（婚姻をしているかいないかを問わない。）としての
同 一の権利及び責任。 あらゆる場合において、子の利益は至上である。

(e)子の数及び出産の間隔を自由にかつ責任をもって決定する同 一の権利並びにこれらの権利の行使を可能にする情報、教育及

び手段を享受する同 一の権利 （f)子の後見及び養子縁組又は国内法令にこれらに類する制度が存在する場合にはその制度に
係る同 一の権利及び責任。 あらゆる場合において、子の利益は至上である。 (g)夫及び妻の同 一の個人的権利（姓及び職業を選
択する権利を含む。）（h) 無償であるか有償であるかを問わず、財産を所有し、取得し、運用し、管理し、利用し及び処分することに
関する配偶者双方の同 一の権利

日本はこの条約を1985年に批准し、それに伴い、いくつかの国内法整備を行った。
①上に挙げた諸条文に関連して行われた国内法整備として、知っているものについて述べよ。
②上に挙げた諸条文との関連で、日本の国内法整備がまだ十分でないと考えられる事柄を挙げて論ぜよ。

II.企業活動が人権に与える影響の大きさから、近年の国際人権法では、「ビジネスと人権」が重要なトピックになっ
ている。この「ビジネスと人権」の考え方について、以下のような点に言及しながら説明せよ。

・国家の義務（国際人権規約などの人権条約や、慣習国際法の下で、国家が負う義務）との異同。
・企業が尊重すべきとされる「人権」は何か。その内容。



氏 名  受験番号  

２０２６度 大学院入学試験問題 

法学研究科 

私法専攻・公法専攻 博士前期課程 ＜一般入試（秋）＞ 

論文 法哲学 

 
自然法論と法実証主義それぞれの長所と短所について、現代社会の具体的な諸問題と絡めて論じて下さい。 
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2025年度 大学院入学試験問題

法学研究科

私法専攻·公法専攻 博士前期課程 く 一般入試（春） ＞ 

論文民法
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問題 下記のl.または2.のいずれか一方に答えなさい（双方に解答してはならない）。
解答に際して具体例のない答案は採点の対象外となるので、注意すること。

1.事情変更の原則（法理）について、下記の1)および2)の双方に解答しなさいc

1)事情変更の原則（法理）とはどのような考え方か。適切な具体例を必ず設定した上で、事情変更の原則（法理）が日本法上認めら
れるべき根拠も含めて説明しなさい（要件については、この1)で解答しても良いけれども、2)で間うているので、1)では解答しな
くても良い）。

2)最判平成9年7月1日民集51巻6号2452頁は、「事情変更の原則を適用するためには、契約締結後の事情の変更が、①当事者に
とって予見することができず、かつ、②当事者の責めに帰することのできない事由によって生じたものであることが必要であり、か
つ、右の予見可能性や帰責事由の存否は、③契約上の地位の譲渡があった場合においても、契約締結当時の契約当事者についてこれ

し を判断すべきである。」（①から③の記号および下線は引用者）と判示している。
下線部①から③のそれぞれの内容について、何故下線部①や下線部②のような要件を設定すべきなのか、また、何故下線部③のよ

うに解すべきなのか、この判決の立場に立って、説明しなさい。この説明に際しては、適切な具体例（この判決の事例でなくとも良
いし、1)の解答で用いた具体例と同じでも、違うものでも良い）を必ず設定しなさい。

2.次の1)および2)の双方に解答'...,なさい。

著作権の関連で、記載しておりません。

し

出典: 広中　俊雄　物件法　第2版増版　　青木書院　1987出版

尻

19頁





I氏名I I受験番号1

2025 度 大学院入学試験問題

法学研究科

私法専攻・公法専攻 博士前期課程 く 一般入試（秋） ＞ 

論文国際人権法

日本における諸人権条約の国内実施（立法・行政・司法）をめぐり、評価できる

事柄、他方では依然として課題となっている事柄をそれぞれ挙げて論ぜよ

（それぞれ、一つでなく複数挙げること。また、自身が考える重要性の度合いに

応じて、重要な事柄に多くの分量を割くこと）。













氏 名 日ロ
2024年度 大学院入学試験問題

法学研究科

私法専攻・公法専攻 博士前期課程 く 一般入試（春） ＞ 

論文商法

以下の2問（小問も含めて）全てについて解答しなさい。

1.著作権の関連で記載しておりません。

出典　鎌田薫　『民法ノ－ト物件法①』第4版　日本評論社　2022年出版25P

2.募集株式の発行を行う際に出資の対象となった不動産の価額が実際には、10分の1の価値

しかなかったことが判明した場合、会社法上、どのような問題が生じ、誰がどのような責任

を負うことになるか説明しなさい。

以 上










